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業界の概要

CATVの定義と種類

日本の CATVは，２０１５年に発足６０周年を

迎えた。１９５３年に始まったテレビの本放送

を受け，CATVは１９５５年に群馬県伊香保町

で開始した。難視聴対策の，共同受信システ

ム（Common Antenna Televisionの略）か

ら始まっている。

１９６３年には，同システムを利用した独自

の放送（Community Antenna Television）

も現われ，以後技術革新と規制緩和などによ

り，多くのサービスが生まれては消え，機能・

サービスの多様化が進んでいる。

現時点で，CATVは Cable Televisionの

略として認知され，光・同軸ケーブルを介し

た放送・通信・電話を中心とした多様なサー

ビスの提供者とされている。他分野からの市

場参入が多く，サービスの高度化に伴う競争

環境は厳しいものがある。

中小企業診断士

野� 芳信

●図表－１ ケーブルテレビサービスの概要

出典：（一社）日本ケーブルテレビ連盟

利益計画

CATVのモデル利益計画
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� CATVに適用される法律

２０１１年に放送分野の制度の整理・合理化

を図ることを目的に放送法を改正し，各種放

送形態に応じて制定されていた法律・制度を

放送法に統合した。同法施行規則第２条第３

号「衛星一般放送」，第４号「有線一般放送」，

第４号２「地上一般放送」と３つに分類され

た。

CATVの放送事業は，同法施行規則第２

条第５号で「テレビジョンによる有線一般放

送」と定義している。一定施設規模以上の事

業は登録が必要であるが，一定施設規模未満

の場合は届出で済む。

なお，２０１６年４月の法改正で，事業内容

は基幹放送の再放送のみで，区域外・有料放

送は行わない辺地共聴施設等の小規模な施設

により行われる地上テレビジョン放送等の再

放送を「小規模施設特定有線一般放送」と定

義し，その業務に関する事務・権限について

は総務大臣から都道府県知事に移譲された。

放送法に規定する有線一般放送施設を利用

するインターネット接続は，電気通信事業に

当たるので，これを行う CATV放送事業者

は，電気通信事業法に基づいて登録を受ける

必要がある。

� CATVの種類

� 難視聴対策 CATV

CATV事業は，難視聴の山間地から始ま

り，都市部でも高層建築物の電波障害対策サ

ービスとして広まった，一般放送を共聴受信

アンテナで受信し，ケーブルを使って各戸に

再配信するものである。

その後，同様なサービスは提供相手を変え，

大規模団地や高層マンションなどに，集合住

宅の共同視聴設備設置が広がった。

� 地域サービス型 CATV

地域サービス型 CATVは，再配信に独自

の放送局機能を加え，地域ニュースを独自に

CATV放送局で放送する。その経営は，地

方公共団体主導の場合と，地域有力企業主導

の場合がある。

� 都市型 CATV

都市型 CATVは，衛星経由の番組配信に

よる多チャンネル放送サービス，インターネ

ット接続による通信サービス，電話交換機を

経由しない電話サービスのトリプルプレイサ

ービスを提供する。規制緩和で，衛星放送番

組や各種コンテンツの配信が可能となり，大

手企業・商社主導で CATVが各地に作られ

た。

� その他 CATV

自治体の行政サービスとして作られた。

� CATVの主なサービス

多チャンネル放送（既存テレビ・ラジオ放

送の再送信，コミュニティチャンネルの自主

放送，各種防災情報サービス），通信（イン

ターネット接続サービス），電話（IP電話サ

ービス）などのトリプルプレイは，大きな投

資を必要とする CATV事業に，比較的短期

での黒字化をもたらした。

しかし，いずれのサービスも，他分野から

の参入が激しく，CATV側も独自に新たな

分野（４K／８Kの高画質映像配信，４Gの

LTEを使用したスマホサービスなど）に成

長の種を見つけ参入し始めている。

� 一般テレビ放送サービス

難視聴対策・デジタル化対応に合わせ提供

された，地上波テレビ放送・BSテレビ放

送・CSテレビ放送・有料コンテンツ提供会

社の番組などを，受信・再送信するサービス

である。一度設置すれば配信先は固定化し長

期的に安定した収入が見込める。

� 自主放送サービス

CATVで自主制作の地域情報を発信する

サービスのことである。

この地域情報の内容・質次第で，接続率の
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●図表－２ 市場規模と普及状況
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出典：総務省「ケーブルテレビの現状２０１６」

引き上げが可能となり，各社独自の工夫をし

ている。地域のお祭りの完全中継，花火大会

の完全中継などは，従来の送り手である BS

放送への配信にもつながっている。

乏しい人員で，番組製作・ニュース取材，

ディレクター・記者・アナウンサー兼務も多

い。一般放送のように外注化も見られる。

� 防災情報サービス

本来，自治体独自で設備を持って行うべき

サービスであるが，自治体が常時維持管理し

ておく負担を考えると，CATVの設備を，

防災や災害等の非常時の情報提供手段として

使える自治体のメリットは大きい。

従来地域の無線放送から移行したサービス

も多い。多様な災害が，いつ起こってもおか

しくない国であり，全戸配線で地域の全員に

伝わる工夫もされている。

� インターネット接続サービス

技術革新により，通信データを放送と同じ

ケーブルにのせることが可能になったことか

ら，このサービス提供も接続率アップにつな

がっている。

CATV会社の営業力・地域密着性が接続

サービスのユーザー獲得に繋がる。一時 DSL

接続が普及の柱になっていたが，その後

FTTH，モバイルへと基幹接続サービスは移

り変わっている。

� その他サービス

サーバー事業，企業対象事業などに広がる。

また，ユーザーはサービスを受取る場所を自

宅に拘っておらず，新たなサービス提供のた

めの光回線・スマホなど利用方法の拡大が

CATV会社の発展の鍵となる。

CATV業界の現状

� CATV業界の概要

CATVの加入世帯数は，２０１６年３月末現

在２，９４８万世帯で，漸増しているものの，か

つての伸びは見られない。

放送部門では，事業エリアの拡張工事によ

り対象世帯数が増加しているが，多チャンネ

ル加入世帯数は頭打ちになっている。これは，

他業態からの参入に伴い選択の幅が広がった

結果といえる。

通信事業は，ケーブルインターネット加入

世帯数が増加基調にあり，放送事業に比して

堅調な推移が見込まれる。その理由は，提供

する接続サービスが高水準であることによる。

固定電話サービスは，CATVでのサービ

ス提供開始が近年であり提供する業者も増加

を続けている。加入世帯数・加入率は増加し

ている。攻める立場の方が勢いをつけること

ができる。

� 市場規模と普及状況

図表－２のとおり，２０１６年３月末の市場

規模は約５，６３７万世帯，ケーブルテレビ加入

世帯数は２，９４８万世帯，普及率５２．３％で成長

率１．０％と，伸び率は低下傾向にある。

市場規模は，サービス提供地域世帯数で計

算している。

� 業界の勢力図

サービス開始の経緯から，地域ごとに独立

していたが，２００５年の規制緩和により，複

数の CATV事業者を統括して広域的に事業

展開することが可能になった。この結果，
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MSOと呼ばれる事業者が現れた。

現在，業界最大のジュピターテレコムは，

１，９４９万世帯を対象世帯数にする大規模事業

者に育っている。

� 事業別営業収益構成

図表－３のとおり，２０１４年度の平均的事

業者の損益状況は，売上高２，９９８百万円，う

ち放送事業５５．４％，通信事業３０．７％，その

他１３．９％となっている。

累積損失を有する事業者は，２００１年度の

７３％から２０１４年度は１９％まで減少している。

� CATVの経営状況

図表－４のとおり，有線テレビジョンの放

送事業者の経営状況は，昨年に引き続き黒字

となっている。

日本政策投資銀行の調査によれば，CATV

単年度黒字事業者は２９４社中２４８社（８４％）

となっている。

CATV業界の今後の動向

� コンテンツ視聴環境の多様化

通信・放送業界では，通信技術の進歩を中

心に，放送サービスの高度化が急速に進展し

ている。特に，モバイルブロードバンドの高

速化やタブレット・スマートフォン等の普及

を背景とした，モバイル視聴や，テレビと通

信の連携を実現するスマート TVサービスの

登場により，通信と放送の融合が加速してい

る。

CATV業界では，多チャンネルやインタ

ーネット回線の競争に留まらず，コンテンツ

の魅力の充実や加入者への多様なサービスの

提供など様々なレイヤーにおいても，大手通

信事業者との競争が増加している。

●図表－３ 平均的事業者の経営状況
（金額単位：百万円）

１４年度

構成比

売上高 ２，９９８ １００．０％

（うち放送事業収入） １，６６０ ５５．４％

（うち通信事業収入） ９１９ ３０．７％

（うち電障収入） ７ ０．２％

（うちその他収入） ４１２ １３．７％

経常損益 ３９９ １３．３％

（減価償却費） ４７２ １５．８％

当期損益 ２４２ ８．１％

EBITDA ９３４ ３１．２％

１４年度

構成比

総資産 ４，０７４ １００．０％

負債 １，７８６ ４３．９％

（うち有利子負債） １，１５６ ２８．４％

純資産 ２，２８７ ５６．１％

（うち資本金） ８７４ ２１．５％

（うち累計損益） １，４１３ ３４．７％

ROE １０．６％

ROA ５．９％

１４年度

平均対象世帯数 １４１，２２４

平均多チャンネル加入率 ２０．３％

平均インターネット加入率 １３．４％

出典：日本政策投資銀行２０１４年度決算版「ケ
ーブルテレビ事業の現状」

●図表－４ 有線テレビ放送事業者の経営状況
（金額単位：百万円）

区分
事業の別

事業
者数

営業収益
〔前年度比〕

営業費用
〔前年度比〕

営業損益
〔前年度比〕

経常損益
〔前年度比〕

当期損益
〔前年度比〕

全事業の総額
２９４

〔０．７％〕

１，２５１，９９７
〔＋１８．５％〕

１，０９８，９４０
〔＋１８．０％〕

１５３，０５７
〔＋２２．２％〕

１５０，４３１
〔＋２３．７％〕

９１，７１９
〔＋２６．３％〕

うちCATV事業
４９７，５１０
〔△１．１％〕

４４６，８５０
〔△３．０％〕

５０，６６０
〔＋１９．６％〕

出典：総務省「ケーブルテレビの現状２０１６」
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� 業績動向

放送事業の売上高は当面増加が見込まれる。

ただし，競争環境が厳しくなるため，営業利

益率は横ばいを余儀なくされる。

通信事業と放送事業の比較では，通信事業

の売上高は，放送事業の約３．５倍になってい

る。営業利益率も，通信事業が上回っており，

その差は拡大している。この点を見れば，通

信事業への投資が求められる局面にある。

モデル企業の概要

A社の概要

業 種：CATVを核にした放送・通信

・インターネット接続サービス

・広告業

創 業：１９８７年（昭和６２年）

経営者：B氏 ５５歳

売上高：多彩なサービス提供で漸増中

従業員：営業・サポート職中心で，勤務

年数は長い 中途採用で新規業

務拡大中

A社は，西日本の中核都市近郊の特例市を

基盤とする，CATVを事業中核に置く放送・

通信・インターネット接続・広告事業者であ

る。新規開設許可の流れに対応し，地元財界

を中心に出資設立された都市型ケーブルテレ

ビである。

地元自治体の出資（１割程度）も受け，コ

ミュニティ放送の機能も果たし，地元に密着

した番組内容は，視聴者に好評で，対象世帯

９万世帯に対し７割を超える接続率を誇って

いる。

国の施策にいち早く対応してきた結果もあ

り，放送（１９８８年）・通信（２００７年）・イン

ターネット接続（２０００年）のトリプルプレ

イ化を果たし，１９９０年代単年度黒字，２０１０

年代はじめには累積赤字を解消するなど，安

定した経営を維持している。

現在，データバックアップサービスも展開

し，周辺 CATV局と連携して複数の場所に

保管する環境を整備している。この結果，災

害対策としての BCP（緊急事態発生時事業

継続計画）や，セキュリティ対策としての最

新のテクノロジーを導入している。

技術革新の速度は早く，別事業からの参入

も予定されるため，経営の現状を把握し，改

善策を整理した。

利益計画の問題点

外部環境分析

A社を取り巻く外部環境の変化を，PEST

分析で把握した。

政治的環境：政府の電気事業改革に伴う法

改正や，規制緩和圧力がある一方，弱者であ

る高齢者や未成年者を中心とした，消費者保

護法制の強化を念頭に置く必要がある。

経済的環境：ゼロ金利長期化により，設備

投資資金の低金利調達が可能である。一方で，

世界的な景気減速，国内設備投資不足から，

デフレ回帰も予想され，新事業拡大にはリス

クを伴う状況と言える。

社会的環境：国内人口減少局面に入り，高

齢化進展が見込まれる。当面影響は少ないも

のの，高齢者対策・省力化対策として，CATV

は新たなサービス提供のインフラと見込まれ

ている。

技術的環境：画質４K実用放送がスター

トしており，画質８K放送も実現が見込め

る。スマホ対応の仮想移動体通信事業

（MVNO）プラットフォームの導入が本格
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化し，CATV事業者も参入が始まっており，

加入者増加の手段として有効といわれている。

内部環境分析（強み）

A社は，創業以来，新規事業への積極的投

資継続で現在の成功に結びつけてきた。４０あ

まりの団体からの出資を受けた第三セクター

として，組織・人が機能する仕組みが成り立

っている。

� 創業３０年，政府の施策情報を先取りして

果敢に設備投資を行ない，一定の収益・経

営基盤を確立している。

� 安定した財務基盤を維持しつつ，老舗大

企業関連会社から社長を迎え，新事業進出

のコツを伝授してもらい，経営革新による

既存関連のトリプルプレイ化の成功，サー

バー事業への進出を果たしている。

� 今までは，多様かつ高品質なサービスを

提供できたことから，ユーザーからは高接

続率を確保している。

� 地元密着のコミュニティ放送を実施して

いることから，長年にわたり社員の定着率

は高く，Uターンの優秀な中途採用者も

戦力化している。ユーザーとの交流も活発

で，ニーズの掘り起こしに成功している。

� 設備年齢は若く，周辺同業者の一歩先を

いくサービス提供を可能にしている。

内部環境分析（弱み）

需要に見合った迅速な経営をしていると自

負していたが，内部環境分析を進めると，補

強すべき弱みも明らかになった。

� ここ１０年間に営業範囲の人口は減少傾向

にあり，中期的には契約数減少時代を迎え

ることになる。

� サービス内容の高度化の手を打つことが

できても，中期的に家計所得の減少から，

サービス内容に応じた料金を払えず，結果

として売上減少が見える。

� 新種動画配信サービスの動向次第では，

多チャンネル放送受信者が減少することも

考えられる。現在の事業以外で収益を確保

する必要性が増してくる。

� A社の光化率は１５％と他社に劣後して

いる。今後の設備投資は更に高額に，回収

期間は長くなることも予想され，A社の経

営規模では単独での生き残りが困難になる

ことも考えられる。

問題点の改善策

東京オリンピックに向けて４K実用放送

は対応済である。８Kについては業界全体

で実験的取り組み開始段階にある。

当面２年間の設備投資は決定しており，A

社の今後についてじっくり検討すべきタイミ

ングと判断，現管理者クラスを中心にまず３

年中期経営計画の検討を行った。

CATVスマホのための移動体対応・NTT

との光コラボ対応についての検討を踏まえて，

長期計画を創業３０周年の２０１７年３月までに

策定する予定である。

学習と成長の視点

外部環境が読みにくい時代の経営改革の第

一歩は，従業員との情報共有と意思決定過程

の見える化にある。

重要な決定は経営者が行ってきた結果，現

在の好業績がある。しかし，ユーザーの意識

変化や技術革新の進展は，会社一丸となって

対策をたてることを求めている。

社員の２割に当たる，サポートセンターの

要員から上がる生の情報をいかにトップまで

共有できるかが鍵になる。当初は，アンケー

トに記入された，ネットやサポート現場のタ

ブレットから入力された生データを社長がす
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べてみることからはじめる。

社長が重要な情報と判断した場合，即時に

社内情報システムで見える化し，更に全員参

加の機会に発表してもらう。月例朝礼や，月

次成績発表会の場で，同じ情報を全員が共有

することを実現する。

ユーザーの素朴な疑問，端末やソフトの使

い方の質問，修理内容の情報，高齢者の誤操

作の内容，欲しいサービス，使われていない

現状のサービスなど，担当者は知っているが，

営業部門・技術部門は知らない場合がある。

全員が知れば，質問・相談・クレームに対す

る応対が誰でも可能になる。

情報を扱う企業として，重要な情報は何か，

それはどこに集まってくるか，誰が対応すべ

きか，如何に対応・解決したかは経営の宝と

なる。

個々人が成長することで，組織も成長し，

ユーザー満足度向上につながる。

業務プロセスの視点

通信・放送業界においては，通信技術の進

歩により，放送サービスの急速な高度化が進

んでいる。

・自らの多様な動画配信サービスを利用して

もらう

・遅れている FTTH（光ファイバーを使っ

た家庭向データ通信サービス）化を急ぎ，

モバイルブロードバンドサービスを拡大す

る

・スマートテレビサービス告知を深め，普及

促進する

いずれの分野も競争激化であるが，CATV

サービス内に取込み，ピンチをチャンスに変

更する。同業他社・設備メーカーとの情報交

換を密にし，収益機会ロスを回避する。

ブロードバンド市場では，ここ３年で LTE

サービスが大きくシェアを伸ばしている。A

社は，高いコミュニティ放送コンテンツ支持

率と，地域接続率の高さを活用し，参入を決

定したスマホによる仮想移動体通信の急速な

積み上げを実現する。

顧客の視点

地域密着型のコミュニティテレビの特徴を

生かし，ユーザー志向の新たなコンテンツ提

供を実現することにより，今まで以上の接続

率増加を図る。

加入者の高齢化を受け，新たなサービス開

発に努め，加入者数の落ち込みを防止する。

地方創生の活動を活発化することで，

コンテンツの開発・サービスの開発により新

しい商材をリリースすることで，ユーザー単

価の積み上げを実現する。

●図表－５ 利益計画改善戦略フロー

地域密着型
コミュニティテレビ

高齢者向けサービス
新しいサービス

地方創生活動
連携

自宅外利用
スマホ

情報を吸い上げる仕組

中期経営計画策定

生情報の共有化

全社員の多能工化コストの削減

新サービス提供

通信スピードアップ

通信容量アップ

学習と成長の視点

一定規模の投資

売上の増加

利益率の向上

財務の視点 顧客の視点 業務プロセスの視点

新分野進出
法人顧客
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新サービスは競合も多々あるが，具体的に

は，

・周辺 CATVと連携して立ち上げ済みの，

地域密着型 BCP対策支援としての個人・

企業向けレンタルサーバー事業を拡大する

・３０年にわたって培ってきた社内外人材・ノ

ウハウ・ネットワーク活用による放送・通

信・インターネット・スマホに関連する，

地域を相手にする広告支援・HP作成から

始める総合サービスを提供する

・専門家との連携により，介護対象者・高齢

者向け CATVを活用した新サービスを提

供する

財務の視点

他分野からの参入に対し，年平均４億円程

度の新規技術の設備投資で対応し，安定的な

収益を確保し，利益の蓄積で次の大きな投資

に備える。

低金利という現在の金融環境は借入の好機

であるが，ユーザー減少・希望サービスの減

少などの傾向が見られ，当面は有力と見込め

る分野への重点投資を行う。

増加する経常収支で内部留保を確保し，戦

略的投資を準備するとともに財務基盤を強化

する。

改善後の利益計画

第１期から第３期までは，中期経営計画に

基づき，経営体質の強化期間と位置づけ，内

部体制の経営革新の仕組みづくりと，現場改

善を定着させる従業員の意識改革を重点的に

取り組む。

並行して創立３０周年の来年度に今後１０年間

の技術展望・現時点で取るべき戦略をもとに

長期経営計画をまとめ，その内容によっては

中期計画の修正も考える。

地域密着型で生き残るには何をなすべきか，

技術革新の波を如何にすれば掴むことができ

るか，一段の飛躍に向かって投資をしていく

かが鍵になる。

〔のざき・よしのぶ〕

●図表－６ 経営改善後の利益計画
（金額単位：百万円）

直近 第１期 第２期 第３期

構成比 構成比 構成比 構成比

売上高 ３，０００ １００％ ３，０７９ １００％ ３，１６１ １００％ ３，２４７ １００％

うち放送事業 １，５１０ ５０％ １，５２６ ５０％ １，５４１ ４９％ １，５５６ ４８％

うち通信事業 １，２２８ ４１％ １，２６５ ４１％ １，３０３ ４１％ １，３４２ ４１％

うちその他事業 ２６２ ９％ ２８８ ９％ ３１７ １０％ ３４９ １１％

売上原価 ２，６１０ ８７％ ２，６７９ ８７％ ２，７５０ ８７％ ２，８２５ ８７％

（減価償却） ６４５ ２２％ ６３２ ２１％ ６１９ ２０％ ６０６ １９％

（人件費） ４３５ １５％ ４４８ １５％ ４６２ １５％ ４７６ １５％

営業損益 ３９０ １３％ ４００ １３％ ４１１ １３％ ４２２ １３％

（注１） 放送事業は，解約も一段落，微増前期比１％増を計画している
（注２） 通信事業は，回線スピードの差から前期比３％増を計画している
（注３） その他事業に力を入れ過去の伸びから，前期比１０％増を計画している
（注４） 営業利益アップ分の配分は毎年決めていく
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